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9-6  安全衛生委員会の調査審議事項 

 

 

 

以下の業種・規模に該当する事業場においては、図表 9-7 の事項を調査審議

させ事業者に意見を述べさせるため、安全委員会等を設けなければならない。 

 

安全委員会の設置義務 
Ａ 次の業種に属する 50 人以上の事業場 

①林業、②鉱業、③建設業、④製造業のうち木材木製品製造業、化学工業、鉄鋼業、
金属製品製造業及び輸送業機械器具製造業、⑤運送業のうち道路貨物運送業、港湾運

送業、⑥自動車整備業、⑦機械修理業、⑧清掃業 
Ｂ 次の業種に属する 100 人以上の事業場 

①A以外の製造業、②A以外の運送業、③電気、ガス、熱供給業、水道業、④通信業、

⑤各種商品卸売業、家具建具什器等卸売業、⑥各種商品小売業、家具建具什器小売業、
燃料小売業、⑦旅館業、⑧ゴルフ場業 

Ｃ その他の業種（A,B 以外） 法的設置義務はない 

衛生委員会の設置義務 

業種にかかわらず 50 人以上の事業場 

安全衛生委員会の設置 

なお、各委員会の設置に代えて「安全衛生委員会」を設置することができる

(19 条)。図表 9-7 は、安全衛生委員会設置の場合の調査審議事項である。 


